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ラ
ム
が
毎
年
公
表
し
て
い
る
指
数
に

「
ジ
ェ
ン
ダ
ー
・
ギ
ャ
ッ
プ
指
数
」
が

あ
り
ま
す
。こ
の
指
数
は
、「
経
済
」 「
政

治
」「
教
育
」「
健
康
」
の
４
つ
の
分
野

の
デ
ー
タ
か
ら
作
成
さ
れ
て
お
り
、
０

が
完
全
不
平
等
、
１
が
完
全
平
等
を
示

し
ま
す
。

　

２
０
２
１
年
３
月
に
公
表
さ
れ
た
日

本
の
総
合
ス
コ
ア
は
０
・
６
５
６
で
、

順
位
は
１
５
６
か
国
中
１
２
０
位
（
前

回
ス
コ
ア
は
０
・
６
５
２
で
、
１
５
３

か
国
中
１
２
１
位
）
で
し
た
。
前
回
と

比
べ
て
ほ
ぼ
横
ば
い
と
な
っ
て
お
り
、

先
進
国
の
な
か
で
は
最
低
レ
ベ
ル
と
な

っ
て
い
ま
す
。

　

男
女
共
同
参
画
は
、
国
際
社
会
で
共

有
さ
れ
て
い
る
規
範
で
す
。「
個
性
と

多
様
性
を
尊
重
す
る
社
会
の
実
現
」
や

「
経
済
社
会
の
持
続
的
発
展
」
に
お
い

て
必
要
不
可
欠
な
要
素
と
考
え
ら
れ
て

お
り
、
そ
の
推
進
を
さ
ら
に
強
化
・
加

速
さ
せ
て
い
く
狙
い
が
、
今
回
改
正
の

背
景
に
あ
り
ま
す
。

⑵�　
人
生
１
０
０
年
時
代
に
お
け
る

家
族
の
変
化
・
人
生
の
多
様
化

　
「
令
和
４
年
版
男
女
共
同
参
画
白
書
」

に
よ
る
と
、
人
生
１
０
０
年
時
代
を
迎

え
、
女
性
の
半
数
は
90
歳
以
上
ま
で
生

き
る
時
代
（
平
均
寿
命
は
女
性
87
・
71

歳
、
男
性
81
・
56
歳
。
死
亡
年
齢
最
頻

値
は
女
性
93
歳
、
男
性
88
歳
）
と
な
っ

制
度
導
入
の

背
景

　

こ
と
し
６
月
３
日
、
岸
田
政
権
が
進

め
る
「
新
し
い
資
本
主
義
」
の
実
現
に

向
け
、
内
閣
官
房
の
「
す
べ
て
の
⼥
性

が
輝
く
社
会
づ
く
り
本
部
」
と
、
内
閣

府
の
「
男
⼥
共
同
参
画
推
進
本
部
」
は

合
同
会
議
を
開
き
、
政
府
と
し
て
「
⼥

性
活
躍
・
男
⼥
共
同
参
画
の
重
点
⽅
針

２
０
２
２
（
女
性
版
骨
太
の
方
針
２
０

２
２
）」
を
決
定
し
ま
し
た
。

　

さ
ら
に
同
月
24
日
、
労
働
政
策
審
議

会
の
第
50
回
雇
用
環
境
・
均
等
分
科
会

に
お
い
て
、
常
用
労
働
者
数
３
０
１
人

以
上
の
規
模
の
企
業
に
対
し
て
「
男
女

の
賃
金
の
差
異
」
の
公
表
・
状
況
把
握

を
義
務
付
け
る
女
性
活
躍
推
進
法
の
省

令
改
正
案
が
了
承
さ
れ
、「
女
性
の
職

業
生
活
に
お
け
る
活
躍
の
推
進
に
関
す

る
法
律
に
基
づ
く
一
般
事
業
主
行
動
計

画
等
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令
」（
以
下
、「
改
正
省
令
」
と
い

い
ま
す
）
と
し
て
、
７
月
８
日
に
施
行

さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
背
景
に
は
、
２
つ
の
大
き
な
理

由
が
あ
る
と
言
え
る
で
し
ょ
う
。

⑴�　
男
女
共
同
参
画
に
お
け
る
諸
外

国
と
の
格
差

　

２
０
０
６
年
か
ら
世
界
経
済
フ
ォ
ー

女性活躍推進法に基づき、従業員が301人以上の企業において男女
間の賃金の差異について開示することが義務化されました。この制
度について、導入の背景、概要、実務的な留意点を解説します。

飯 塚 健 二㈱新経営サービス　執行役員
人事戦略研究所　副所長

301人以上の企業に

が義務付けられました
「男女間賃金格差情報の開示」
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き
ら
れ
る
社
会
の
実
現

Ⅲ�　

男
性
の
家
庭
・
地
域
社
会
に
お
け

る
活
躍

Ⅳ�　

女
性
の
登
用
目
標
達
成
（
第
５
次

男
女
共
同
参
画
基
本
計
画
の
着
実
な

実
行
） 

を
打
ち
出
し
て
い
ま
す
。

　
「
男
女
の
賃
金
の
差
異
」
の
情
報
開

示
義
務
は
、
こ
の
「
女
性
の
経
済
的
自

立
」
を
推
し
進
め
る
た
め
の
取
組
み
の

一
環
と
し
て
、
企
業
内
に
お
け
る
男
女

間
の
賃
金
格
差
を
改
善
し
て
い
く
こ
と

を
目
的
と
し
て
定
め
ら
れ
た
も
の
と
言

え
ま
す
。

制
度
の

概
要

⑴�　
２
０
１
９
年
改
正
女
性
活
躍
推

進
法
に
お
け
る
情
報
公
表
義
務

❶　

２
０
２
０
年
６
月
１
日
施
行
分

　

ま
ず
、
２
０
２
０
年
6
月
1
日
施
行

分
で
は
、
常
時
雇
用
す
る
労
働
者
が
３

０
１
人
以
上
の
事
業
主
を
対
象
に
、
情

報
公
表
が
義
務
付
け
ら
れ
ま
し
た
。

　

具
体
的
な
情
報
公
表
項
目
と
し
て

は
、
図
表
１
内
の
Ａ
と
Ｂ
の
区
分
ご
と

に
そ
れ
ぞ
れ
１
項
目
以
上
を
公
表
す
る

こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
ま
し
た
。

※�　

施
行
時
は
Ａ
は
16
区
分
、
Ｂ
は
８

区
分
と
さ
れ
て
い
た
。
詳
細
は
厚
生

労
働
省
Ｈ
Ｐ
参
照
。

❷　

２
０
２
２
年
４
月
１
日
施
行
分

　

さ
ら
に
２
０
２
２
年
４
月
１
日
施
行

分
か
ら
は
、
常
時
雇
用
す
る
労
働
者
数

１
０
１
人
以
上
３
０
０
人
以
下
の
事
業

主
に
つ
い
て
、
図
表
１
内
の
Ａ
と
Ｂ
の

合
計
15
項
目
の
う
ち
、
1
項
目
以
上
を

選
択
し
て
情
報
公
表
す
る
こ
と
が
義
務

付
け
ら
れ
ま
し
た
。

⑵�　
改
正
省
令
（
２
０
２
２
年
7
月

８
日
施
行
）
に
お
け
る
情
報
公
表

義
務

　

そ
の
う
え
で
、
今
回
の

改
正
省
令
で
は
、
常
時
雇

用
す
る
労
働
者
３
０
１
人

以
上
の
事
業
主
に
つ
い
て

は
、
図
表
１
（
最
低
、
Ａ

と
Ｂ
の
区
分
ご
と
に
1
項

目
、
計
2
項
目
）
に
加
え

て
、「
男
女
の
賃
金
の
差
異
」

に
つ
い
て
の
情
報
公
表
・

状
況
把
握
が
必
須
項
目
と

し
て
義
務
付
け
ら
れ
る
こ

と
に
な
り
ま
し
た
。

　

な
お
、
労
働
者
１
０
１

人
～
３
０
０
人
の
事
業
主

に
つ
い
て
は
、
そ
の
施
行

後
の
状
況
等
を
踏
ま
え
て

て
い
ま
す
。

　

ま
た
家
族
の
変
化
や
人
生
の
多
様
化

が
進
み
、
20
歳
以
上
の
女
性
の
単
独
世

帯
数
が
増
え
（
１
９
８
０
年
か
ら
２
０

２
０
年
に
か
け
て
３･
１
倍
。
う
ち
未

婚
は
２･

３
倍
）、「
未
婚
」「
離
別
」
の

割
合
が
大
幅
に
増
加
し
ま
し
た
。
婚
姻

件
数
も
、
２
０
２
１
年
速
報
値
で
戦
後

最
も
少
な
い
51
万
４
０
０
０
件
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　

つ
ま
り
、
女
性
が
１
人
で
生
活
を
送

る
期
間
が
長
期
化
し
、
そ
の
人
口
が
増

え
て
い
る
状
況
に
あ
り
ま
す
。
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
女
性
の
年
間
所
得
は
、
単

独
世
帯
も
そ
れ
以
外
の
世
帯
（
母
子
世

帯
等
）
も
２
０
０
万
～
２
９
９
万
円
に

分
布
が
集
中
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
る
と
、

女
性
が
長
い
人
生
を
経
済
的
困
窮
に
陥

る
こ
と
な
く
生
活
で
き
る
よ
う
に
す
る

た
め
に
、
女
性
が
経
済
的
に
自
立
で
き

る
環
境
を
整
え
て
い
く
こ
と
は
、
経
済

財
政
政
策
の
観
点
か
ら
も
喫
緊
の
課
題

で
あ
る
と
言
え
る
で
し
ょ
う
。

　

こ
う
し
た
流
れ
を
受
け
て
、
政
府
は

「
第
５
次
男
女
共
同
参
画
基
本
計
画
」

を
着
実
に
実
行
し
て
い
く
た
め
に
、
２

０
２
２
年
度
、
２
０
２
３
年
度
の
重
点

的
事
項
と
し
て
、

Ⅰ　

女
性
の
経
済
的
自
立

Ⅱ�　

女
性
が
尊
厳
と
誇
り
を
持
っ
て
生

A　女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供

B　職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備

①採用した労働者に占める女性労働者の割合（区）
②男女別の採用における競争倍率（区）
③労働者に占める女性労働者の割合（区）（派）
④係長級にある者に占める女性労働者の割合
⑤管理職に占める女性労働者の割合
⑥役員に占める女性の割合
⑦男女別の職種または雇用形態の転換の実績（区）（派）
⑧男女別の再雇用または中途採用の実績

①男女の平均継続勤務年数の差異
②10事業年度前およびその前後の事業年度に採用された
労働者の男女別の継続雇用割合

③男女別の育児休業取得率（区）
④労働者の1月当たりの平均残業時間
⑤雇用管理区分ごとの労働者の1月当たりの平均残業時
間（区）（派）

⑥有給休暇取得率
⑦雇用管理区分ごとの有給休暇取得率（区）

図表１　各区分の情報公表項目（厚生労働省リーフレットより抜粋）

なお、「（区）」の表示のある項目については、雇用管理区分（職種、
資格、雇用形態、就業形態等の労働者の区分）ごとに公表を行なう
ことが必要。また、「（派）」の表示のある項目については、労働者
派遣の役務の提供を受ける場合には、派遣労働者を含めて公表を行
なうことが必要。
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検
討
を
行
な
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す

の
で
、
将
来
的
に
は
同
様
の
開
示
義
務

を
負
う
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
有
価
証
券
報
告
書
に
お
い
て

も
、
女
性
活
躍
推
進
法
に
基
づ
く
開
示

の
記
載
と
同
様
の
も
の
を
記
載
す
る
こ

と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

実
務
的
な

留
意
点

　

次
に
、「
男
女
の
賃
金
の
差
異
」
の

情
報
公
表
義
務
に
つ
い
て
、
実
務
的
な

留
意
点
を
整
理
し
ま
す
。

　

な
お
、
以
下
の
内
容
は
、
厚
生
労
働

省
が
発
表
し
た
「
男
女
の
賃
金
の
差
異

の
算
出
及
び
公
表
の
方
法
に
つ
い
て
」

や
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
な
ど
の
資
料
を
参
考

に
し
て
い
ま
す
。

　
「
労
働
者
」「
賃
金
」「
差
異
」
と
い

う
言
葉
の
定
義
は
図
表
２
の
と
お
り
と

し
ま
す
。

⑴　
企
業
単
位
で
開
示
す
る

　

情
報
開
示
は
、
連
結
ベ
ー
ス
で
は
な

く
、
企
業
単
体
ご
と
に
求
め
ら
れ
ま

す
。
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス（
持
株
会
社
）

も
、
当
該
企
業
に
つ
い
て
開
示
を
行
な

う
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

⑵�　
男
女
の
賃
金
の
差
異
の
算
出
方

法
　

男
女
の
賃
金
の
差
異
の
算
出
方
法
は

次
の
と
お
り
で
す
。
な
お
男
女
で
算
出

方
法
を
異
な
る
も
の
と
し
て
は
な
り
ま

せ
ん
。

❶　

男
女
の
賃
金
に
つ
い
て

　

賃
金
台
帳
、
源
泉
徴
収
簿
等
を
基

に
、
正
規
雇
用
労
働
者
、
非
正
規
雇
用

労
働
者
お
よ
び
す
べ
て
の
労
働
者
そ
れ

ぞ
れ
に
つ
い
て
、
男
女
別
に
、

・�

原
則
と
し
て
直

近
の
事
業
年
度

の
賃
金
総
額
を

計
算

・�

当
該
事
業
年
度

に
雇
用
し
た
そ

れ
ぞ
れ
の
区
分

の
労
働
者
の
数

（
人
員
数
）
で

除
す
る

こ
と
に
よ
り
、
平

均
年
間
賃
金
を
算

出
し
ま
す
。

　

そ
の
う
え
で
、

正
規
雇
用
労
働

者
、
非
正
規
雇
用

労
働
者
お
よ
び
す

べ
て
の
労
働
者
そ

れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
、
女
性
の
平
均
年
間

賃
金
を
男
性
の
平
均
年
間
賃
金
で
除
し

て
１
０
０
を
乗
じ
て
得
た
数
値
（
パ
ー

セ
ン
ト
）
を
男
女
の
賃
金
の
差
異
と
し

ま
す
。
当
該
数
値
は
、
小
数
点
第
２
位

を
四
捨
五
入
し
、
小
数
点
第
１
位
ま
で

の
も
の
と
し
ま
す
。

❷　

人
員
数
に
つ
い
て

　

人
員
数
の
数
え
方
に
つ
い
て
は
、

・
男
女
で
異
な
る
数
え
方
を
し
な
い

・�

初
回
の
公
表
以
降
、
将
来
に
向
か
っ

て
繰
り
返
し
行
な
う
公
表
を
通
じ
て

一
貫
性
あ
る
方
法
を
採
用
す
る

・�

人
員
数
の
数
え
方
を
変
更
す
る
必
要

が
生
じ
た
場
合
は
、
人
員
数
の
数
え

方
を
変
更
し
た
旨
お
よ
び
変
更
し
た

理
由
を
明
ら
か
に
す
る

こ
と
が
重
要
で
す
。

⑶　
公
表
の
イ
メ
ー
ジ

　

男
女
の
賃
金
の
差
異
の
公
表
の
イ
メ

ー
ジ
は
図
表
３
の
よ
う
に
し
ま
す
。

　

公
表
に
際
し
て
は
、「
非
正
規
雇
用

労
働
者
」
と
い
う
呼
称
を
用
い
る
必
要

は
な
く
、「
パ
ー
ト
・
有
期
社
員
」
等

と
記
載
し
て
差
し
支
え
あ
り
ま
せ
ん
。

　

該
当
者
が
存
在
し
な
い
区
分
（
た
と

え
ば
、
男
女
と
も
非
正
規
雇
用
労
働
者

を
雇
用
し
て
い
な
い
な
ど
）
に
つ
い
て

は
、「
－
」
を
記
し
ま
す
。

　

表
の
外
に
重
要
事
項
（
対
象
期
間
、

算
出
の
前
提
と
し
た
重
要
な
事
項
な
ど
）

図表２　男女の賃金の差異の算出に当たり必要となる要素の
　　　定義（令和４年７月８日雇均発0708第２号別添より）

⑴「労働者」の定義
　「正規雇用労働者」とは、一般事業主が直接雇用し、期間の定
めなくフルタイム勤務する労働者および短時間正社員をいう。
　「非正規雇用労働者」とは、短時間労働者および有期雇用労働
者の雇用管理の改善等に関する法律（平成５年法律第76号）２
条に規定する通常の労働者以外の労働者をいい、具体的には、
同条３項に規定する短時間・有期雇用労働者をいう。ただし、
派遣労働者（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働
者の保護等に関する法律（昭和60年法律第88号）２条２号に
規定する派遣労働者をいう。）については、派遣元事業主（同条
４号に規定する派遣元事業主をいう。）において算出するものと
し、派遣先（同号に規定する派遣先をいう｡）の事業主の算定
対象となる「非正規雇用労働者」から除外するものとする。
　「すべての労働者」とは、正規雇用労働者及び非正規雇用労働
者をいう。

⑵「賃金」の定義
　「賃金」とは、労働基準法（昭和22年法律第49号）11条に
規定する「賃金」をいい、具体的には、賃金、給料、手当、賞
与その他名称の如何を問わず、労働の対償として使用者が労働
者に支払うすべてのものをいう。ただし、退職手当は、年度を
超える労務の対価という性格を有することから、また、通勤手
当等は、経費の実費弁償という性格を有することから、個々の
事業主の判断により、それぞれ「賃金」から除外する取扱いと
して差し支えないが、その取扱いは、男女の労働者で共通のも
のとしなければならない。
　なお、所得税法（昭和40年法律第33号）28条に規定する「給
与所得」は、上述の賃金の取扱いに合致するものである。

⑶「差異」の定義
　「差異」とは、その雇用する男性労働者の賃金の平均に対する
その雇用する女性労働者の賃金の平均を割合（パーセント）で
示したものをいう。
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で
も
正
社
員
と
非
正
規
社
員
の
不
合

理
な
格
差
を
是
正
す
る
（
同
一
労
働

同
一
賃
金
の
対
応
）

な
ど
を
推
進
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
と

な
り
ま
す
。

　

す
で
に
取
り
組
ん
で
い
る
企
業
も
少

な
く
な
い
と
思
わ
れ
ま
す
が
、
う
ま
く

進
ん
で
い
な
い
企
業
も
多
い
の
で
は
な

い
で
し
ょ
う
か
。
こ
れ
ら
の
取
組
み

は
、
制
度
整
備
の
み
な
ら
ず
、
働
い
て

い
る
人
々
、
男
性
、
女
性
を
問
わ
ず
、

ま
た
社
員
の
配
偶
者
に
至
る
ま
で
の
意

識
変
革
を
は
じ
め
、
人
件
費
の
増
額
、

業
務
分
担
の
見
直
し
や
効
率
化
等
々
、

多
く
の
壁
を
乗
り
越
え
な
け
れ
ば
実
現

で
き
ま
せ
ん
。

　

同
時
に
、
１
つ
の
企
業
の
取
組
み
だ

け
で
は
格
差
の
是
正
が
難
し
い
側
面
も

あ
る
か
ら
こ
そ
、「
国
策
」
と
し
て
進

め
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
考
え

ら
れ
て
い
ま
す
。

　

人
材
不
足
の
折
、
他
社
と
比
べ
て
あ

ま
り
に
も
男
女
の
賃
金
の
差
異
が
大
き

い
と
、
採
用
競
争
力
の
低
下
に
も
つ
な

が
り
、
人
材
不
足
に
拍
車
を
か
け
る
こ

と
に
も
な
り
か
ね
な
い
で
し
ょ
う
。

　

一
朝
一
夕
で
は
解
決
で
き
な
い
課
題

で
あ
る
か
ら
こ
そ
、
各
企
業
が
足
並
み

を
揃
え
な
が
ら
本
気
で
取
り
組
ん
で
い

く
こ
と
が
ま
す
ま
す
求
め
ら
れ
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。

を
注
記
し
ま
す
。

　

公
表
に
あ
た
っ
て
は
、
厚
生
労
働
省

が
運
営
す
る
「
女
性
の
活
躍
推
進
企
業

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
」
や
自
社
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
の
利
用
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
、
求

職
者
等
が
容
易
に
閲
覧
で
き
る
よ
う
に

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

⑷　
説
明
欄
を
活
用
す
る

　

男
女
の
賃
金
の
差
異
の
開
示
に
際

し
、
詳
し
い
説
明
を
追
記
し
た
い
企
業

の
た
め
に
、
説
明
欄
が
設
け
ら
れ
て
い

ま
す
。

　

た
と
え
ば
、
女
性
活
躍
推
進
の
観
点

か
ら
新
規
に
女
性
社
員
を
増
や
し
た
た

め
、
女
性
の
社
内
年
次
が
低
く
男
女
間

で
の
賃
金
格
差
が
大
き
い
な
ど
、
差
異

が
大
き
い
理
由
を
説
明
す
る
た
め
に
活

用
で
き
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

⑸　
情
報
公
表
開
示
の
時
期

　

各
事
業
主
は
、
各
事
業
年
度
が
終
了

し
、
新
た
な
事
業
年
度
が
開
始
し
た

後
、
速
や
か
に
公
表
す
る
も
の
と
さ
れ

て
い
ま
す
。
こ
の
場
合
の「
速
や
か
に
」

に
つ
い
て
は
、
お
お
む
ね
３
か
月
以
内

と
さ
れ
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、改
正
省
令
の
施
行
日（
２

０
２
２
年
７
月
８
日
）
以
後
に
終
了
す

る
事
業
年
度
に
つ
い
て
、
当
該
事
業
年

度
が
終
了
し
、
新
た
な
事
業
年
度
が
開

始
し
て
か
ら
お
お
む
ね
３
か
月
以
内
に

公
表
す
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

た
と
え
ば
、

・�

２
０
２
２
年
７
月
末
に
事
業
年
度
が

終
了
す
る
事
業
主
➡
お
お
む
ね
２
０

２
２
年
10
月
末
ま
で

・�

２
０
２
２
年
12
月
末
に
事
業
年
度
が

終
了
す
る
事
業
主
➡
お
お
む
ね
２
０

２
３
年
３
月
末
ま
で

・�

２
０
２
３
年
３
月
末
に
事
業
年
度
が

終
了
す
る
事
業
主
➡
お
お
む
ね
２
０

２
３
年
６
月
末
ま
で

・�

２
０
２
３
年
６
月
末
に
事
業
年
度
が

終
了
す
る
事
業
主
➡
お
お
む
ね
２
０

２
３
年
９
月
末
ま
で

に
、
そ
れ
ぞ
れ
、
男
女
の
賃
金
の
差
異

の
初
回
の
公
表
を
行
な
う
こ
と
と
な
り

ま
す
。

改
正
省
令
施
行
後
の

課
題

　

男
女
の
賃
金
の
差
異
が
、
各
社
ど
の

程
度
で
あ
る
か
は
、
情
報
開
示
に
よ
っ

て
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
く
こ
と
に
な
り

ま
す
。
当
然
、
企
業
規
模
や
業
種
に
よ

っ
て
差
異
の
程
度
は
異
な
る
と
思
い
ま

す
が
、
法
改
正
の
狙
い
に
も
あ
る
よ
う

に
、「
い
か
に
女
性
の
賃
金
を
引
き
上

げ
、
男
女
の
差
異
を
縮
小
し
て
い
く
こ

と
が
で
き
る
か
」
が
今
後
求
め
ら
れ
て

い
き
ま
す
。

　

男
女
の
賃
金
の
差
異
を
引
き
起
こ
す

要
因
は
、
昇
格
や
昇
進
の
男
女
格
差
が

最
も
大
き
な
要
因
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

次
い
で
勤
続
年
数
の
違
い
、
つ
ま
り

正
社
員
と
し
て
の
継
続
勤
務
の
男
女
格

差
（
出
産
・
育
児
で
の
退
職
、
育
児
を

終
え
て
の
非
正
規
雇
用
と
し
て
の
復
帰

等
々
）
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

　

し
た
が
っ
て
、
賃
金
の
差
異
を
縮
小

し
て
い
く
た
め
に
は
、

①�　

女
性
が
、
昇
格
・
昇
進
し
て
い
け

る
環
境
を
整
備
す
る
（
女
性
管
理
職

比
率
の
ア
ッ
プ
）

②�　

女
性
が
、（
出
産
・
育
児
に
よ
ら
ず
）

正
社
員
と
し
て
継
続
し
て
勤
務
で
き

る
環
境
を
整
備
す
る

③�　

非
正
規
社
員
と
し
て
働
い
た
場
合

い
い
づ
か　
け
ん
じ　
独
立
系
Ｓ
ｌ
ｅ
ｒ
に
て
Ｓ
Ｅ
・
人
事
・
経
営
企
画
等
の
実
務
を
経
験
後
、

大
手
金
融
系
シ
ン
ク
タ
ン
ク
、監
査
法
人
系
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
フ
ァ
ー
ム
を
経
て
現
職
。

図表３　男女の賃金の差異の公表イメージ
　　　　（令和４年７月８日雇均発0708第２号別添より）

（注）対象期間：○○事業年度（○年○月○日～○年○月○日）

すべての労働者

うち正規雇用労働者

うちパート・有期労働者

男女の賃金の差異
（男性の賃金に対する
女性の賃金の割合）

XX.X%

YY.Y%

ZZ.Z%


